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小型バックライト事業の子会社への移管統合について 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、当社の小型バックライト事業を本年１１月１日

をめどに当社の１００％子会社であるオムロンプレシジョンテクノロジー株式会社（以下

「ＯＰＴ」）に移管統合することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、移管統合の方法につきましては、会社分割（吸収分割）によることを前提に検討

を行ってまいります。 

 また、未定の項目につきましては、確定次第、速やかに開示いたします。 

   

記 

１．会社分割の目的 

 当社は、優れた光制御技術・微細加工技術をもとに、独自の点光源方式バックライト

を開発し、事業競争力を高めてまいりました。一方、ＯＰＴは、生産技術・生産性向上

力に優れ、多光源方式バックライトの開発、生産、販売において業界トップレベルの事

業競争力を持つに至っております。しかしながら、今後競争の激化が予想される小型バ

ックライト業界において、様々な課題を解決し一層の成長を実現するには、双方が持つ

強みを統合することが最良の方策と考え、このたび当社の小型バックライト事業をＯＰ

Ｔへ移管統合することにいたしました。 

 この移管統合により、事業競争力のさらなる向上を図ってまいります。 

 

２．会社分割の要旨 

（１）分割の日程 

 分割契約承認取締役会 平成１９年８月３０日（予定） 

 分 割 契 約 締 結  平成１９年８月３１日（予定） 

 分 割 の 効 力 発 生 日  平成１９年１１月 1日（予定） 

（注）当社がＯＰＴに承継する資産等の内容および金額につきましては現在検

討中ですが、本会社分割は、会社法第７８４条３項の要件を満たす見込

みであるため、同項にもとづき簡易分割により、当社の株主総会の決議

による承認を得ずに行う予定です。 

（２）分割方式 

 当社を分割会社とし、ＯＰＴを承継会社とする吸収分割です。 

（３）割当株式数 

未定 

（４）割当株式数の算定の考え方 

  未定 

（５）分割により減少する資本金等 

  未定 
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（６）分割会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

  未定 

（７）承継会社が承継する権利義務 

  未定 

（８）債務履行の見込み 

  未定 

 

３．分割当事会社の概要（平成 19 年 3 月末日現在） 

（１）商号 オムロン株式会社 

（２）事業内容 電気機械器具の製造および販売 

（３）設立年月日 昭和２３年５月１９日 

（４）本店所在地 京都市下京区塩小路通堀川東入南不動堂町８０１番地 

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 作田 久男 

（６）資本金 ６４，１００百万円（単独） 

（７）発行済株式数 ２４９，１２１千株 

（８）純資産 ２４１，７３３百万円（単独） 

（９）総資産 ３８９，２４７百万円（単独） 

（10）決算期 ３月３１日 

（11）大株主および持株比率 ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー ５．８１％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     ４．００％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社       ３．８２％ 

 

４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

 小型バックライトの開発、製造および販売 

（２）分割する部門の経営成績 

 ７，２９２百万円（平成１８年度売上高） 

（３）分割する資産、負債の項目および金額 

  未定 

 

５．吸収分割承継会社の状況（平成 19 年 3 月末日現在） 

（１）商号 オムロンプレシジョンテクノロジー株式会社 

（２）事業内容 精密機械部品の製造および販売 

（３）本店所在地 埼玉県鶴ヶ島市富士見６丁目１番１号 

（４）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 堀元 勇 

（５）資本金 ４４８百万円 

（６）決算期 ３月３１日 

 

６．会社分割後の当社の状況 

 本会社分割による、当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本

金および決算期の変動はありません。 

 また、本会社分割は当社と当社の１００％子会社との間で行われますので、本会社分

割による今期の当社連結の業績への影響はありません。本会社分割による当社単独の今

期の業績への影響は軽微であります。 

 

以上 


